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今後さらに取り組むべき適応策
（土砂災害）について（土砂災害）について



土砂災害等への影響が懸念される気象現象の変化

●土砂災害等への影響が懸念される気象現象の変化

パターン③
台風による記録的
大雨の増加

パターン①

突発的で局所的に
降る大雨の増加

パターン②
豪雨の増加

パターン④

台風の勢力増大
（暴風）

●土砂災害等への影響が懸念される気象現象の変化

大雨の増加降る大雨の増加

主に単独の積乱雲
による局所的な強い
雨

主に前線や低気圧
の影響による雨。
数時間～1 2日の

台風の勢力増大に
より、1,000㎜を超える
ような記録的大雨

（暴風）

最大風速が45m／
sを超えるような非常
に強い台風雨。

数時間以内の現象。
1㎞～10数㎞
予測が困難。

数時間～1、2日の
現象。

10㎞～100㎞程度。
1日～数日前に大ま

ような記録的大雨。 に強い台風。

かな予測は可能。

降雨の降り始めから土砂災害発生までの時間が短縮（パターン①）

土砂災害等への影響

降雨の降り始めから土砂災害発生までの時間が短縮（パタ ン①）
土砂災害発生頻度の増加（パターン②）
計画規模を超える土砂災害の増加（パターン②、③）
0次谷、深層崩壊、尾根乗越え現象での土砂災害発生（パターン②、③）
流木災害 増加（パタ ② ③ ④）流木災害の増加（パターン②、③、④）
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パターン①突発的で局所的な大雨（平成25年の観測結果）

平成25年は全国の気象庁所管雨量観測所のうち

１３３地点（３９都道府県）

において観測史上１位の１時間雨量を記録した。

（H25.10.31 時点、気象庁HP資料を基に作成）

： 平成25年に観測史上１位の
１時間雨量を記録した

あぶ
気象庁所管雨量観測所

沖縄
石垣島
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パターン①突発的で局所的な大雨（長野県南木曽町）

平成26年7月9日、長野県南木曽町周辺では、台風第8号の北上に伴い梅雨前線が活
な ぎ そ ま ち

土砂災害警戒情報

平成26年7月9日、長野県南木曽町周辺では、台風第8号の北上に伴い梅雨前線が活

発化し積乱雲が急速に発達、局所的な大雨を降らせ、読書地区梨子沢で土石流が発
生、甚大な被害をもたらした。

よみかき な し

土石流発生
17時40分頃

梨子沢 大沢田川

土砂災害警戒情報
18時15分

避難勧告
17時50分

死 者 ： 1名

7月9日の南木曽町三留野での雨量時系列図

みどの

木曽川

死 者 ： 1名
住家被害（全壊） ：10戸
住家被害（半壊） ： 3戸

気象レーダー画像
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出典：気象庁



パターン①突発的で局所的な大雨（広島県広島市）

平成26年8月19日夜から20日朝にかけて、広島市周辺では積乱雲が連続的に発生する
バックビルディング現象が発生した。これにより、短時間のうちに局所的な大雨を降
らせ、広島市安佐南区などで土石流が発生、甚大な被害をもたらした。

死 者 ：74名
住家被害（全壊） ：24戸住家被害（全壊） ：24戸
住家被害（半壊） ：41戸
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8月20日の広島市安佐北区の雨量時系列図

大林（国河川）

気象レーダー画像 5
出典：気象庁



400 最近10年
パターン②豪雨の増加→土砂災害頻度の増加
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平均240240回（回）

平均182182回 平均197197回

降雨50(mm/h)以上の発生回数（1,000地点あたり）
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250 平均182182回
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1 1801 180
過去３０年における災害発生件数 土砂災害の増加・激甚化土砂災害の増加・激甚化

（件）

1500
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2500

平均840840件件

平均770770件件

平均1,1801,180件（件）

500

1000
平均770770件件

0
59 60 61 62 63 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25

・１時間降水量の年間発生回数

・全国のアメダスより集計した1000地点あたりの回数
（砂防計画課調べ） 6



平成24年7月熊本県阿蘇市阿蘇乙姫では 11日0 時から14日24 時までに観測された最

パターン② 豪雨による土砂災害（熊本県阿蘇地方）

あそ おとひめ

流 生

平成24年7月熊本県阿蘇市阿蘇乙姫では、11日0 時から14日24 時までに観測された最
大1時間降水量が108.0ミリ、最大24時間降水量が507.5ミリとなり、それぞれ観測史上1位の
値を更新した。

◆7月11 7月14 メダ 期間降水量（出典 気象庁） 7/12 土石流発生

7/12
土石流発生

死者6名、
人家全壊7戸、
半壊3戸、
一部損壊1戸

家屋の被災状況死者4名、人家全壊14戸、一部損壊6戸

福岡県八女市
黒木（観測値 649.0mm）

◆7月11日～7月14日のアメダス期間降水量（出典：気象庁）

熊本県阿蘇市
阿蘇乙姫 あそし いちのみやまち ての

熊本県阿蘇市一の宮町手野（２箇所）

死者2名、負傷者3名
人家全壊8戸、半壊3戸、一部損壊2戸

阿蘇乙姫
（観測値 816.5mm）

900120 時間雨量
(mm/h) (mm)

◆7月11日0時～7月14日24時の雨量時系列図
（熊本県：阿蘇乙姫観測所）

(mm)

土石流発生
7/12 土石流発生

あそぐん みなみあそむら しんしょ

熊本県阿蘇郡南阿蘇村新所

あ そ し さかなし

熊本県阿蘇市坂梨熊本県阿蘇市

阿蘇乙姫 143%

（観測値 816.5mm、平年値 570.1mm）
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土砂災害警戒情報
2時40分

土石流発生
5時30分頃

死 者 ：22名
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7/11 7/12 7/13 7/14 7

避難勧告
4時00分

死 者 ：22名
行方不明者 ：1名
住家被害（全壊） ：90戸
住家被害（半壊） ：62戸



平成25年10月東京都大島町では 台風がもたらす湿った空気の影響で 16日未明から1時間100ミリ

パターン② 豪雨による土砂災害（東京都大島町）

16日03時～04時16日01時～02時

平成25年10月東京都大島町では、台風がもたらす湿った空気の影響で、16日未明から1時間100ミリ
を超える猛烈な雨が数時間降り続き、24時間の降水量が800ミリを超える大雨となった。

15日23時～16日00時
◆平成２５年１０月１５日夜～１６日朝：１時間雨量◆平成２５年１０月１４日～１６日の総降水量

ミリ

東京都 大島町
大島北ノ山

茨城県 鹿嶋市

大島

死者 ：36名

東京都大島町
大島 824.0 ミリ

千葉県 安房郡鋸南町
鋸南 370.5 ミリ

大島北ノ山
412.5 ミリ

静岡県 伊豆市
天城山 399 0 ミリ

鹿嶋 362 .5 ミリ 行方不明者 ： 3名
住家被害（全壊） ：71戸
住家被害（半壊） ：25戸
住家被害（一部損壊） ：92戸

天城山 399.0 ミリ

900140
(mm/h) (mm)

ミリ

◆平成２５年１０月１５日～１６日午前：雨量時系列図
おおかなさわほんせん

大金沢本川
おおかなさわほんせん

大金沢本川

おおかなさわ し せん

大金沢支川

土砂災害発生
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【大島雨量局（アメダス）】

最大時間雨量 118.5mm/h

おおかな さわほんせん

大金沢本川

土砂災害警戒情報
18時05分

土砂災害発生
2時30分頃
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(10/16 3:00～4:00)
連続雨量 824.0mm
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や え さわ

八重沢
□崩壊地および泥流到達範囲 8



パターン③ 台風による記録的大雨

総雨量1,000㎜を超える記録的大雨

・平成26年8月台風第12号、台風第11号： 高知県鳥形山：2,052㎜、高知県繁藤：1,757㎜

成 年 台 第 号 奈良県上北山

とりがたやま しげとう

かみきたやま

・平成23年9月台風第12号： 奈良県上北山：1,814.5㎜

・平成17年9月台風第14号： 宮崎県神門1,322㎜
みかど

期間降水量 （台風第12号、11号平成26年7月30日～8月11日） 9出典：気象庁



パターン②③ 計画規模を超える土砂災害

西暦 降雨

雨量 発生土砂量

観測
所

雨量㎜
年超過
確率

渓流名
流域
面積 土砂量m3

所
雨量㎜

確率
渓流名 面積

㎞2
土砂量m3

2014 平成26年8月豪
雨広島県広島市

三入 24h 257 1/100~
1/200

小原山川 0.3 110,000みいり おばらやまかわ

広島県広島市

2013 平成25年台風第
26号東京都大島
町

大島 24h 824 1/500 大金沢 1.7 102,941おおかなざわおおしま

2011 平成23年台風第
12号奈良県十津
川村

新宮 24h 1049 1/400 栗平 9.02 2,786,364
くりだいらしんぐう

2009 平成21年7月中
国・九州北部豪
雨防府市

防府 24h 275 1/150~
1/200

剣川 1.84 57,011つるぎかわほうふ

計画規模は、年超過確率１／１００の降雨量に伴う土砂流出量等を推定し設定。
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パターン② 0次谷での土砂災害

平成 年熊本県阿蘇地方 土砂災害

平成24年九州北部豪雨における熊本県阿蘇地方の土砂災害では、明瞭な谷地形を呈
さない箇所において、土砂災害が発生し大きな被害をもたらした。

平成24年熊本県阿蘇地方の土砂災害

0次谷

（撮影：株式会社パスコ／国際航業株式会社，撮影日：2012年7月15日） 熊本県提供

11B＞ℓ ：0次谷



パターン③ 深層崩壊による土砂災害

平成23年台風第12号により 大規模な斜面崩壊（深層崩壊）が発生し 奈良県 和歌山平成23年台風第12号により、大規模な斜面崩壊（深層崩壊）が発生し、奈良県、和歌山
県においては河道閉塞が17箇所確認されたほか、孤立集落が発生するなど紀伊半島を
中心に甚大な被害をもたらした。

崩落土砂

深層崩壊

壊
崩落土砂

清水地区

深層崩壊

土石流

被災した

土石流

河道閉塞（天然ダム）被災した
宇井地区

河道閉塞（天然ダム）

ごじょうしおおとうちょう うい

奈良県五條市大塔町宇井（2011年）
たなべし いや

和歌山県田辺市熊野（2011年）

※深層崩壊とは

12

※深層崩壊とは

山崩れ･崖崩れなどの斜面崩壊のうち、すべり面が表層崩壊よりも深部で発生し、表土層だけでなく、
深層の地盤まで崩壊土塊となる比較的規模の大きな崩壊現象。



平成25年10月東京都大島町で発生した土石流は、尾根を乗越え、別の流域を流下した

パターン② 尾根越え現象による土砂災害

平成25年10月東京都大島町で発生した土石流は、尾根を乗越え、別の流域を流下した
ため被害が拡大した。

大金沢

左支川

右支川

流域界を示す尾根が不明瞭
な地形では、土石流が、流域

本川
右支川 、 、

界を乗越えて流下する場合が
ある。

本川および右支川では土石
流の大部分を既設の堆積工

神達地区

流の大部分を既設の堆積工
で捕捉し、被害を軽減した。

左支川では流域界を乗越え
土砂が流下したため、下流の

堆積工

土砂が流下したため、下流の

神達地区に甚大な被害をもた
らした。

かんだち
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パターン④ 台風の勢力増大（暴風）

最大風速45 / を超えるような非常に強い台風の発生最大風速45m/sを超えるような非常に強い台風の発生

気象庁気象研究所等の研究グループの21世紀末頃を想定した温暖化予測実験によると、
全球的な 熱帯低気圧の発生数については、現在気候再現実験における発生数よりも
程度減少する 方 海上(地上)の最大風速が ／ を超えるような非常に 強い熱帯30％程度減少する一方、海上(地上)の最大風速が45m／sを超えるような非常に 強い熱帯

低気圧の出現数については、地球温暖化に伴って増加する傾向があると指摘されている。

45m／sを超えるような非常に
強い熱帯低気圧の出現数が増
加する傾向がある。加する傾向 ある。

出典：気象庁 「異常気象レポート2005」 14



平成3年9月台風第19号の暴風の影響により 220㎞2に及ぶ広い範囲で風倒木被害が

パターン④ 台風の勢力増大→流木災害

平成3年9月台風第19号の暴風の影響により、220㎞2に及ぶ広い範囲で風倒木被害が
発生。平成5年9月台風第13号では、風倒木被害が発生した地域で土砂災害が発生。土
石流とともに流れ出た風倒木により、被害が拡大した。

平成3年台風第19号による風倒木
被害状況（大分県）

平成5年台風第13号により発生した土砂災害 橋を閉塞させた流木（大分県） 15



取り組むべき適応策
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土砂災害分野の気候変動適応策

●土砂災害分野の気候変動適応策

降雨の降り始めから土砂災害発生までの時間が短縮（パターン①）

気候変動による土砂災害等への影響

●土砂災害分野の気候変動適応策

降雨の降り始めから土砂災害発生までの時間が短縮（パタ ン①）
土砂災害発生頻度の増加（パターン②）
計画規模を超える土砂災害の増加（パターン②、③）
0次谷、深層崩壊、尾根乗越え現象での土砂災害発生（パターン②、③）
流木災害の増加（パターン②、③、④）流木災害の増加（パタ ン②、③、④）

降雨の降り始めから土砂災
害発生までの時間が短縮

土砂災害発生頻度の増加 0次谷、深層崩壊、尾根乗越え現象で
の土砂災害発生害発 時間 短縮

ハード対策の推進
警戒避難体制の強化

土砂災害警戒情報の高度
化

ハード対策の推進
警戒避難体制の強化

土砂災害警戒情報の高度
化

砂災害発

0次谷での土砂災害対策の検討
尾根乗越え現象による土砂災害対
策の検討
層崩壊対策 検討化

SNS等の新たな情報技術
の活用
住民の主体的な避難

化
SNS等の新たな情報技術
の活用

除石等による既存ストック

深層崩壊対策の検討
・ハード、ソフトの連携による対策
・国土監視技術の強化

・自治体支援の強化（深層崩壊による住民の主体的な避難

除石等による既存ストック
の有効活用

除石等による既存ストック
の有効活用

計画規模を超える土砂災害の増加

自治体支援の強化（深層崩壊による
二次災害を防止するための専門家派
遣等）

流木災害の増加計画規模を超える土砂災害の増加

粘り強く減災効果を発揮する施設整備

流木災害の増加

透過型堰堤の活用、流木止めの設置
上中下流における総合的な流木対策 17



人命を守るハード対策の推進

市街地における人口集中地区を重点的に保全し 土砂災害に対する地域の安全・安心市街地における人口集中地区を重点的に保全し、土砂災害に対する地域の安全 安心
を確保する。

平成26年8月豪雨で広島
市大町地区では 整備し市大町地区では、整備し
ていた砂防堰堤が土石
流を捕捉し、人家27棟等
への被害を防止大町7号砂防堰堤 への被害を防止。

土石流発生直後(H26.8.20)土石流発生前（H26.7.22）

大町7号砂防堰堤
H=9.0m，L=32.0m 18



警戒避難体制の強化

警戒避難体制の構築の基礎である土砂災害警戒区域等の指定の促進を図る警戒避難体制の構築の基礎である土砂災害警戒区域等の指定の促進を図る。
行政と住民の共通認識を醸成するため、双方の行動手順をタイムラインとして住民が参画してまとめる。
確実に情報を伝達することが重要であるため、地域の実情に応じた複数の情報伝達の手法を明確にする。

タイムラインを活用した警戒避難体制の強化タイムラインを活用した警戒避難体制の強化
市町村 住民の市町村 住民の

行政（市町村）

• 情報の収集・伝達
• 避難勧告等の発令

住民

タイムライン
•情報の収集・伝達

タイ ラインを活用 警戒避難体制 強化タイ ラインを活用 警戒避難体制 強化
市町村・住民の市町村・住民の
共通認識・共働共通認識・共働

• 避難誘導
• 避難所の開設や運営
• 安否確認、救助活動
• 避難勧告等の解除 等

何時 緊急連携調整機関（誰が、何を）

国交省 都道府県 市町村 自治会長 住民

H-○h 大雨警報 避難準備情報
避難所開設

→地域住民へ
情報共有

→災害時要援護
者避難準備

H-○h 土砂災害警戒避難勧告 →避難呼びか →立ち退き避難

情報の収集 伝達

•防災リーダーの行動
•住宅周辺や避難路の点検
•早めの避難行動と誘導
•避難所の運営避難勧告等 解除 等

行政（国、都道府県）

• 土砂災害警戒情報等の発表
• 技術的な助言・情報提供 等

情報 避難所運営 け

H 土砂災害の
情報受信

土砂災害発見
←通報

H+○h ヘリ出動 救助活動 救助要請

•避難所の運営
•災害時要援護者支援
•救助支援 等

土砂災害
発生

・・・
・・・

・・・
・・・

・・・
・・・

■確実な情報伝達の明確化 ■防災訓練 ■人材育成

マ（ 防

PUSH型
イ

PULL型

市町村
自主防災組織
自治会

住民

マ
ス
コ
ミ

（テ
レ
ビ
等
）

防
災
行
政
無
線

広
報
車

電
話
連
絡
網

各
戸
訪
問

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト

各
戸
受
信
機

携
帯
電
話
へ
の

メ
ー
ル
配
信 地元説明会を活用した講習会避難訓練の状況

防災行政無線（各戸受信機）

メールによる情報伝達
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土砂災害警戒情報の高度化のイメージ

細分 る きめ細かな 砂災害警戒情報メッシュ細分化によるよりきめ細かな土砂災害警戒情報

土砂災害

Ｘ Ｘ丹波市市島町周辺（平成26年8月17日2時00分）
における土砂災害警戒情報メッシュ情報
左）5㎞メッシュ 右）1㎞メッシュ

土砂災害
発生箇所

55㎞㎞メッシュメッシュ 11㎞㎞メッシュメッシュ

土壌の地域性を反映した土砂災害警戒情報土壌の地域性を反映した土砂災害警戒情報

地域性を反映

現在の土壌雨量指数（全国統一の流出解析モデル） 土壌の地域性を反映した
流出解析モデルを検討

地域の実情に応じた土砂災害警戒情報発表単位の細分化

20



T itt 情報を用いて 土砂災害の予兆 発生を迅速に把握し 自治体や住民の主体

SNS等の新たな情報技術の活用

Twitter情報を用いて、土砂災害の予兆・発生を迅速に把握し、自治体や住民の主体
的な避難行動を支援するためのシステムを検討。

①XバンドMPレーダで、豪雨エリアを正確に検知。
②災害に関するキーワードを含むTwitter情報を基に、現地の切迫状況、土砂災害の予兆・発生を迅速

XバンドMPレーダとTwitter情報を活用し、土砂災害の予兆・発生把握システムを検討

②
に把握。

③スマートフォン上で土砂災害危険箇所の位置図の上に重ね合わせて表示し、自治体の避難指示発
令、住民の主体的な避難行動の判断を支援。

避避
難
指
示示
・
住
民

避
難
行民
の
主
体

行
動現在地

①大雨アラート等で豪雨エリア、気
象警報等を把握。

②Tweetの増大から切迫性の
高いエリアを把握。

③前兆現象を確認したら直ちに
身を守る行動を。

体
的
な

21



土砂災害に対する適切な避難

○土砂災害に対する避難の考え方○土砂災害に対する避難の考え方

前兆現象が現れるなど、一刻も早く立ち退き避難を行う必要がある場合は、まずは土石流が
流れてくると予想される区域（土砂災害警戒区域等）や危険な急傾斜地から離れる方向に移
動することが重要。動する とが重要。

近隣のマンションなど堅牢な建物の２階以上に避難することも有効。

時間的に余裕のある場合は、あらかじめ選定され安全性が確保された避難場所に立ち退き
避難することが重要。

避難勧告等が発令された時点で既に立ち退き避難が困難だと判断される場合は、自宅内で
崖地の反対側の２階以上に垂直避難することも、次善の策として考えられる。崖地の反対側の２階以上に垂直避難することも、次善の策として考えられる。

避難の考え方 避難場所の例

○土砂災害に対する避難の考え方の整理例

避難の考え方 避難場所の例

土砂災害の危険が切迫し一刻を争う場合にまずは危険な区域（土砂災害警戒区域等）から離れ
ることが重要。

危険な区域外

近隣のマンション等の堅牢な建物の２階以上に避難することが有効。 堅牢な建物等

時間的余裕がある場合、あらかじめ定められた避難場所に避難することが重要。 避難場所

が が 崖既に立ち退き避難が困難な場合、自宅の２階以上に上がり、崖地の反対側に避難することも次
善の策として考えられる。

自宅内

22



除石等による既存ストックの有効活用

既存スト クを有効に活用し 防災施設としての基本的機能を維持するために砂防施設内

対策イメージ■放置すれば下流（周辺）に被害を及ぼす恐れが高い施設の例

既存ストックを有効に活用し、防災施設としての基本的機能を維持するために砂防施設内
の計画的な除石や修繕、機能向上の改築等を進める。

①基礎の洗掘

対策イ ジ
修繕＋機能向上（嵩上・腹付）①砂防堰堤の基礎洗掘 ②水通し天端の摩耗

嵩上・腹付

■放置すれば下流（周辺）に被害を及ぼす恐れが高い施設の例

不具合の程度が進行すると、
転倒や大きな破壊に繋がり、
砂防堰堤の持つ機能を発揮
できなくなるため

既設堰堤

できなくなるため

捕捉後 除石後

■除石を効果的に実施し土石流を捕捉している例

土石流発生状況 【平成25年6月4日撮影】 23



砂防堰堤が粘り強く効果を発揮した事例

平成9年7月10日、鹿児島県出水市針原地区において、梅雨前線の影響により連続雨量平成9年7月10日、鹿児島県出水市針原地区において、梅雨前線の影響により連続雨量
398ミリの豪雨となり大規模な土石流が発生した。

砂防堰堤の一部は破損したが 本体部
○土石流氾濫範囲縮小効果

砂防堰堤

設置済み

砂防堰堤の 部は破損したが、本体部
は転倒したりすることなく土石流捕捉機
能を粘り強く発揮し、被害を軽減した。

崩壊土砂量：１６０，０００ｍ
3

砂防堰堤堆積土砂量：約５０，０００ｍ
3 砂防堰堤

なしな

出典：砂防と治水，117号（Vol.30 No.3），1997.8 24
死 者 ：21名
住家被害（全壊） ：29戸



深層崩壊等によって生じる超過外力に対しても、施設の機能が出来るだけ粘り強く、長

粘り強い砂防堰堤のイメージ

深層崩壊等によって生じる超過外力に対しても、施設の機能が出来るだけ粘り強く、長
時間にわたり発揮される構造を検討する。
深層崩壊等の危険エリアにおいて整備する砂防堰堤の形状、前庭保護工、材質等に
ついて工夫するなどし、施設の検討を行う。

鋼製構造物について、構造部
材のみならず機能部材も出来

例示２例示１

材のみならず機能部材も出来
るだけ粘り強く機能を発揮す
るものとする。

外力

外力

袖部を鉄筋等で適切に補強することで最大限
土砂捕捉効果を高めるとともに、袖部が破壊さ
れた場合も下流へ流出しづらい構造とする。

例示３

計画規模の土石流

計画規模を超える土石流

袖部

非越流部についても砂防ソイルセメント等で水
叩き工を施工することで 計画規模を超える土叩き工を施工することで、計画規模を超える土
石流が非越流部を越流しても前庭部が洗掘さ
れにくくする。

25



深層崩壊対策の推進

深層崩壊に起因する土砂災害による被害を軽減するため深層崩壊に起因する土砂災害による被害を軽減するため、
警戒避難等のソフト対策の検討を進めるとともに、深層崩壊で発
生する土石流に対応した砂防設備の整備、土石流の捕捉や土砂
流出を抑制を目的とした既存砂防設備の改築・除石等、ハード対流出を抑制を目的とした既存砂防設備の改築 除石等、ハ ド対
策を推進する。

対策前
深層崩壊

深層崩壊による
大きな外力で
砂防設備が損壊砂防設備が損壊

土石流化して流下

土石流により
集落、交通網等に
大きな被害

対策後 深層崩壊の対応型
堰堤の整備

深層崩壊推定頻度マップ（平成22年公表）
大きな被害

既設堰堤の
改築、除石

設置位置の

堰堤の整備

設置位置の
検討

鹿児島県出水市 針原川での深層崩壊事
例（平成22年公表） 26



深層崩壊の渓流レベル調査

全国的な深層崩壊の発生傾向を示した「深層崩壊跡地密度マップ」

深層崩壊推定頻度マップ 全国を5kmメッシュ(約30km2)に分割し、深層崩
壊跡地数 調査を行 深層崩壊 発深層崩壊跡地密度マップ

全国的な深層崩壊の発生傾向を示した「深層崩壊跡地密度マップ」
地域内の相対的危険度を示した「深層崩壊渓流レベル評価マップ」を作成・公表

深層崩壊推定頻度マップ
（平成22年8月公表） 壊跡地数について調査を行い、深層崩壊の発

生実績を4段階で評価。これにより、全国的な深
層崩壊の発生傾向が把握可能。

深層崩壊跡地密度マップ

深層崩壊の

特に多い

<崩壊跡地>
深層崩壊実績による
広域的な5kmメッシュ
（約30km2）の評価

深層崩壊の
発生実績

少ない

多い

なし

深層崩壊188事例

地質 気候条件が概ね等 と考 られる地域を対

（約30km ）の評価

地質や気候条件が概ね等しいと考えられる地域を対
象に、1km2の渓流レベル単位で、深層崩壊発生実績、
地質構造・微地形、地形量について調査を行い、深
層崩壊の危険度を４段階で評価。これにより地域内
の相対的な危険度を渓流単位で把握可能。

全対象流域

深層崩壊渓流レベル評価マップ

評価区域を限定した
より詳細な渓流レベル
（約1 2） 評価

明治期以降の深層崩壊事例(約120事例)か

全対象流域

いずれの指標
も存在しない 深層崩壊の

発生実績のある渓流

（約1km2）の評価

明治期以降の深層崩壊事例(約120事例)か
ら第四紀隆起量と地質の関係をもとに発生頻
度を推定したもの

微地形及び
地質の特徴を
持つ渓流

地形量の特徴
（勾配と集水面積）
を持つ渓流

相対的な
危険度
評価

この地図は、国土地理院長の承認を得て、同院発行の数値地図
200000
（地図画像）を複製したものである。（承認番号 平24情複、第324
号）
なお、この地図を複製する場合は、測量法に基づき、国土地理院
長の
承認を得なければならない。.

相対的な危険度が高い渓流

相対的な危険度がやや高い渓流

相対的な危険度がやや低い渓流

相対的な危険度が低い 27



空中電磁法による地質調査により深層崩壊危険度・規模を推定

空中電磁法による地質調査により、深層崩壊発生のおそれのある抵抗分布を面的に計
測し、斜面の推定崩壊層厚やすべり面となる可能性のある地層の境界面の勾配を推定・
計測する手法を検討。

計測イメージ
高角度の比抵抗異常帯は、
断層等の地質不連続面に対応。

比抵抗分離領域は、岩盤クリープ比抵抗分離領域は、岩盤クリ
による、ゆるみ域と推定される。

28

低・中比抵抗領域は、含水比の高い領
域を反映していると推定される。



国土の監視・観測の強化
レーザー測量に
よる地形変化把握

監視・観測の内容 SAR

衛星による
データ取得

よる地形変化把握

国土の変化に関する

国土の変化の監視 崩壊地

河道閉塞箇所横断図

河道閉塞発生

SAR

大規模崩壊

流等

レーザー測量

データの観測

国土の変化の把握

湛水池

崩壊後測量

河道閉塞箇所横断図

高さ

雨量計

地盤伸縮計等

CCTV

深層崩壊

地すべり

土石流等に
よる土砂流出

GPSによる地すべりの
移動量観測

想定崩壊区域

振動センサー

崩壊前（H18測量）
振動センサー

CCTV

雨量計

GPS

ワイヤーセンサー

水位計

雨量計

センサーの設置に
よる土石流の覚知

移動量観測

大規模崩壊発生

雨量計

直轄事務所

CCTV
国民

流砂量観測機器

センサーの振動到達時間差から崩壊発生位置を推定

●土砂災害防止法に基づく緊急調査の実施
→土砂災害緊急情報の通知

光ファイバーの回線を
多重化したデータ通信
網の整備

水位計、濁度計水位計、濁度計
災害情報等

都道府県

関係市町村

流砂量観測に

●TEC-FORCEの派遣・活動・技術的支援

ハイドロフォンハイドロフォン

水位計、濁度計水位計、濁度計

流砂観測桝流砂観測桝

災害情報等
の通報

流砂量観測に
よる土砂動態の把握

CCTVによる監視 29



国土保全に資する国土の監視・観測
防災科研Hi-netを利用振動センサーを用いた早期検知システムの構築

大規模な土砂移動
により発生する
振動を検知

深層崩壊発生
防災科研Hi netを利用
することで精度向上

凡 例

振動セ サ

土砂移動現象による波形

高周波成分波形

地震時の波形
国交省センサーの展開計画

現象の異なりによる振動波形の特徴に着目し土砂崩壊であることを検知

振動センサー

（設置済）

深層崩壊

発生箇所

特に高い

高い

低周波成分波形

高周波成分波形 国交省センサ の展開計画
（深層崩壊頻度が特に高い
エリアを中心に整備）

高い

低い

特に低い
観測振動波形

3地点の振動到達時間差から

発生位置を推定

※設置位置は精査中。
※設置位置は精査中。

大規模土砂移動の
発生箇所の把握確認の
時間短縮 30



衛星画像解析（崩壊位置特定、規模計測）

衛星レーダー撮影及び判読技術の活用により、夜間・荒天時でも河道閉塞の発見が可能。

2011.9.7 撮影

悪天候時の光学衛星画像
（和歌山県古座川町役場付近）

湛水池

（和歌山県古座川町役場付近）

崩壊地 2014.5.24 だいち２号打ち上げ成功
※8月以降、2回/日で要求に応じて観測が可能

航空写真2011.9.22

後日、航空撮影した
赤谷 河道閉塞

衛星で発見された赤谷の河道閉塞

2011.9.5 観測

TerraSAR-X©PASCO 大規模な土砂災害が急迫している
場合、国が被害の想定される区域・

赤谷の河道閉塞
衛星で発見された赤谷の河道閉塞

平成23年台風第12号災害時に
実際に河道閉塞早期発見に活用された事例

時期の情報を提供することが義務
付けられる。
広域災害時、大規模な決壊氾濫を
引き起こす恐れがある河道閉塞の
『有無』 ・ 『位置』 ・ 『規模』の早期
把握が急務である。 31



緊急調査の実施及び土砂災害緊急情報の提供

土砂災害防止法に基づき 天然ダムや火山の噴火に伴う土石流及び地滑りといった大土砂災害防止法に基づき、天然ダムや火山の噴火に伴う土石流及び地滑りといった大
規模な土砂災害が急迫している場合、特に高度な専門的知識及び技術が必要な場合

は国が、その他の場合は都道府県が緊急調査を行い被害の想定される区域と時期に関
する情報（土砂災害緊急情報）を関係市町村へ通知すると共に一般に周知。

緊急調査等の実施状況

砂災害緊急情報 通知【 成 年 台 第 号】

する情報（土砂災害緊急情報）を関係市町村へ通知すると共に 般に周知。

河道閉塞の発生 火山噴火の発生 土砂災害緊急情報の通知【平成23年9月台風第12号】
御嶽山の噴火

土石流等による被害が想定さ
れる土地の区域

重大な土砂災害が想定される
時期

五條市大塔町赤谷箇所

奈良県十津川村長殿箇所

河道閉塞の確認場所
重大な土砂災害が
想定される時期

夕立程度の降雨量が

五條市大塔町赤谷箇所
【1/4】

五條市大塔町赤谷箇
所

各図面の配置

氾濫想定区域は、下図の通り、複数図面に分割
して表示している。

１／４

２／４

３／４

河道閉塞の高さ等形状の計測 降灰の堆積状況調査

奈良県五條市大塔町赤谷
夕立程度の降雨量が
あったとき

（参考）

避難について
河道閉塞高さまで満
水になるまでの推定累

積雨量
上空からのレーザー測距計による計測

４／４

地上での堆積深調査
積雨量

避難が必要であると考えられ
ます。

約30mm

凡 例

地 での堆積深調査

土石流による被害が想定される
土地の区域

湛水による被害が想定される
区域
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対応経験等の蓄積がないと対応の難しい土砂災害について 国・都道府県が 市町村支援

市町村等の自治体支援の充実・強化

対応経験等の蓄積がないと対応の難しい土砂災害について、国 都道府県が、市町村支援
の充実・強化を図る。

都道府県国

【緊急時】
・土砂災害警戒情報の提供
・災害発生等の近隣市町村への広域情報
・勧告発令 解除の際の技術的助言

【緊急時】
・大規模土砂災害後の二次災害防止
・天然ダム、火山降灰時の緊急調査
・勧告発令 解除の際の技術的助言 勧告発令、解除の際の技術的助言

【平常時】
・基礎調査結果の地図データを用いた
ハザードマップ作成支援

勧告発令、解除の際の技術的助言
（専門家派遣、資機材提供、震後点検）
【平常時】
・土砂災害対策の先進事例の提供

市町村等の自治体支援

・担当職員への研修を通じた人材育成

崩壊地

○人工衛星のＳＡＲ画像を活用した
深層崩壊の把握

○住民通報等によるリアルタイム災害プロット図
（イメージ：平成23年台風第12号）

支援のイメージ

○土砂災害専門家の派遣
（平成24年阿蘇災害：自衛隊、警察の捜索活動を支援）

崩壊地

湛水池 土石流
地すべり
がけ崩れ

【専門家の主な指導内容】
・避難基準雨量の指導
・避難対象範囲の指導
・救助活動の支援

・危険斜面の点検
・道路通行規制の基準
・伸縮計設置場所の指導
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0次谷の特徴

0次谷での土砂災害対策について

0次谷の特徴
・流出土砂量が少ない。
・複数の土石流が発生する
危険性が低い。
常時水が流れ な

土砂が下流に越流しないように堰堤を
設計するため、前庭保護工や本体構造
等を検討

・常時水が流れていない

・面的な調査が可能。 簡易貫入試験により生産土砂量を精査
現地踏査により最大礫径を精査

・谷と長大斜面の中間的な地形条件

・崩壊にともない流木の発生

崩壊と土石流の中間的な現象
を実験により確認

流木止めの設置
明瞭な谷地形をし
ていない

前庭保護の構造検討

水通しの小規模化

前庭保護の構造検討

流木止めの設置
構造検討

袖勾配の緩和
本体構造の検討

構造検討
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尾根乗越え現象による土砂災害対策について

○対応の考え方

特に危険な地域を抽出

瞭な 地 が多く 危険性 高 火 地域を
大金沢

不明瞭な谷地形が多く、危険性の高い火山地域を国
が調査し、特に危険な地域を絞り込む。

左支川

本川

箇所ごとの詳細調査によりリスクを特定

シミュレーション計算などの詳細調査をおこない、尾
根乗り越え危険箇所、氾濫危険範囲を確認。

技
術根乗り越え危険箇所、氾濫危険範囲を確認。
指
針
を
改神達地区

自治体、住民へ
の周知

土石流対策計画の
策定と対策実施

自治体 住民へリスク情 下流での砂防堰堤と尾根

改
定

神達地区

自治体、住民へリスク情
報を提供し、警戒区域
等の指定や警戒避難体
制の強化を支援。

下流での砂防堰堤と尾根
部での導流堤を組合せた
効果的なハード対策。

国による実施
事項

凡例

きめ細かなリスク情報によっ
て自治体の

ハード・ソフト対策を支援

地方自治体に
よる実施事項
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流木氾濫対策の強化

不透過型堰堤の場合、洪水時には水通し断面から流水が流下することとから流木が流出しやすい状況
となることから、透過型施設の活用を積極的に検討。
現行の流木発生量の推定技術には不確実性があり、過去の実績等から流木災害の危険性が高い渓
流では、透過型施設の活用、上中下流における総合的な流木対策を検討。

・支障木の伐採
堰堤の構造による捕捉機能の違い

●透過型施設の活用●総合的な流木対策
上流

・渓流沿いの樹木伐採や林相転換といった流
木発生源対策
・下流流路の橋梁部において流木による閉塞
が発生しないよう流下断面を確保

過去の流木災害の実績や崩壊実績等を勘案

・堰堤の構造による捕捉機能の違い
や下流への流出の危険性（流木流出
率）を考慮した技術指針の見直し

・透過型堰堤の活用、流木止めの設
置 既存不透過型堰堤の透過型化の

中流

・過去の流木災害の実績や崩壊実績等を勘案
した流木発生量の推定方法の高度化
・斜面安定解析手法を活用した崩壊面積予測

置、既存不透過型堰堤の透過型化の
積極的な検討

下流

透過構造による流木捕捉（熊本県小国町）流路を閉塞させた流木
（広島県庄原市）

大量の流木の発生源（東京都伊豆大島）
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里山砂防の推進

里山砂防で 従前の砂防堰堤の整備など渓流沿いでの対策に加え 山腹工や支障木の伐採・搬出な里山砂防で、従前の砂防堰堤の整備など渓流沿いでの対策に加え、山腹工や支障木の伐採・搬出な
どの面的対策について地域住民の参画を図りつつ推進することで、土砂災害からの安全を図るとともに、
自然環境豊かで災害に強い地域づくりを推進。

流域整備により、流木災害
の発生源を取り除くことで、 砂防指定地・流域管理で利用

できる道路の整備により、健
危険性を軽減

できる道路の整備により、健
全な山づくりを推進

支障木の除去

工事用道路

山腹工

渓流保全工

堰堤

渓流保全工 集落

砂防事業を行うことで 活力

集落

砂防事業を行うことで、活力
ある持続的な地域を創出

地域での啓発活動砂防工事用道路を散策路として活用 37



気候変動を踏まえた国土監視・維持管理等の強化

ハード対策によって人命、財産、社会経済活動を守ることが基本。さらに、気候変動に対応するた

←だいち２号

ド対策によって人命、財産、社会経済活動を守ることが基本。さらに、気候変動に対応するた
め、ハード対策、ソフト対策の組み合わせによる多重防御によって人命を守る対策を推進

国土管理・危機管理 ハード対策

大規模災害への国土監視・危機管理

・人工衛星、地震計、ＣＣＴＶ、センサー等を
活用し国土監視

人工衛星からのデータを基
に平成23年台風第12号災
害時に河道閉塞の早期発活用し国土監視

・大規模土砂災害の発生後もTEC-FORCE、
専門家派遣等で二次災害防止

害時に河道閉塞の早期発
見に活用された事例→

ソフト対策
透過型砂防堰堤による土石流捕捉

（熊本県小国町）

土砂災害警戒区域等
の指定の促進

避難地・避難路等の保全

重要な公共施設等の保全
・土砂災害特別警戒区域の指定による
安全な土地利用への誘導
・土砂災害特別警戒区域における住宅
移転や補強等のソフト施策とハード対
策の機能的な組み合わせ

重要な公共施設等の保全

大規模土砂災害に対する
砂防設備等の設計技術の
向上

・住民参画によるタイムラインの策定

実効性の高い
警戒避難体制の構築

例）砂防設備 例）地すべり防止施設

腐食の進行

向上

砂防施設
維持管理

土砂災害警戒情報
の補足情報

住民参画によるタイムラインの策定
・土砂災害警戒情報の充実
・国が監視、観測データを使い、ホット
ラインを通じて自治体へ助言 砂防堰堤の天端摩耗

による堰堤の土砂捕
捉機能低下

集水ボーリングの目詰まり水通し天端の摩耗の進行

ハード対策の効果が確
実に発揮されるよう施設
の長寿命化を図る。

計画的な除石による
既存ストックの有
効活用

計画規模以上の土石流を受けたが
倒壊せず減災効果を発揮した堰堤
（鹿児島県出水市針原地区）

38
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（参考）
ハード・ソフト対策で想定する土砂災害の考え方ハ ド・ソフト対策で想定する土砂災害の考え方
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土砂災害防止対策基本指針 作成［国土交通省］ 急傾斜地の崩壊 土石流 地すべり

土砂災害防止法※による警戒区域等の指定
※ 正式名称は、「土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律」

土砂災害防止対策基本指針の作成［国土交通省］

基礎調査の実施［都道府県］
・地形 地質 土地利用状況等を踏まえて 区域指定及び土砂災

急傾斜地の崩壊 土石流 地すべり

・地形、地質、土地利用状況等を踏まえて、区域指定及び土砂災
害防止対策に必要な調査を実施
・基礎調査を基にして、区域指定の案を図示する形でとりまとめ

●特定開発行為に対する許可制【都道府県】

土砂災害警戒区域 土砂災害特別警戒区域

○土砂災害が発生した場合に、住民等の生命又は身体に危
害が生じるおそれがある区域を指定

○土砂災害が発生した場合に、建築物に損壊が生じ、住民等の
生命又は身体に著しい危害が生ずるおそれがある区域を指定

●情報伝達・警戒避難体制の整備【市町村等】
市町村地域防災計画において、土砂災害警戒区域ごとに、土砂
災害に関する情報収集・伝達等その他警戒避難体制に関する事
項について定める。

●特定開発行為に対する許可制【都道府県】
住宅宅地分譲や社会福祉施設、学校、医療施設の建築のため
の行為は、基準に従ったものに 限って許可される。

●建築物の構造規制【都道府県または市町村】
居室を有する建築物は 安全性を確保できる構造となってい

●ハザードマップの配布【市町村等】
警戒避難を確保する上で必要な事項を住民に周知させるため、
避難地や情報伝達手段等を記載したハザードマップなどの配布
等必要な措置を講じる。

居室を有する建築物は、安全性を確保できる構造となってい
るかどうか、建築確認がされる。

●建築物の移転等の勧告【都道府県】
住民等の生命又は身体に著しい危害が生じるおそれが大きい
と認めるときは 建築物の所有者等に対し 移転等の勧告の

住民の避難訓練状況
（沖縄県浦添市）

土砂災害ハザードマップの作成・
配布（茨城県鉾田市）

建築物の移転等の勧告

○ ×

と認めるときは、建築物の所有者等に対し、移転等の勧告の
制度がある。

建築物の構造規制特定開発行為に対する許可制

40



背景
※ 正式名称は、「土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律」

土砂災害防止法※ の一部を改正する法律の概要

基礎調査や警戒区域等の指定が完了していない地域が多く、住民に土砂災害の危険性が十分に伝わっていなかった。

土砂災害警戒情報は災害前に発表されたが、避難勧告は災害後となった。

避難場所や避難経路が危険な区域内に存在するなど、土砂災害からの避難体制が不十分な場合があった。

• 基礎調査結果の公表の義務付け
方向性 概要

◆土砂災害の危険性のあ
る区域を明らかにする。

• 基礎調査結果の公表の義務付け
• 基礎調査が適切に行われていない場合の是正要求
→住民に土砂災害の危険性を認識していただき、防災意識を高揚
→基礎調査の実施及び警戒区域等の指定を促進

◆円滑な避難勧告等の発
令に資する情報を確実
に提供する。

• 土砂災害警戒情報を法律上に明記
• 都道府県に対し、市町村への通知及び一般への周知を義務付け
→土砂災害警戒情報に基づく、迅速な避難勧告等の発令

◆土砂災害に対する安全
な避難場所の確保等、
避難体制を充実・強化

• 市町村地域防災計画において、土砂災害に対する避難場所・
避難経路に関する事項、避難訓練に関する事項等を定める

• 市町村地域防災計画において、社会福祉施設、学校、医療施
設等に対する情報伝達等を定める

する。
設等に対する情報伝達等を定める

→安全な避難場所・避難経路の確保や高齢者、子供にも配慮した避難体制の
充実・強化

• 国土交通大臣による都道府県 市町村への助言 情報の提供等• 国土交通大臣による都道府県、市町村への助言、情報の提供等
の援助

→都道府県が行う警戒区域等の指定、市町村が行う避難体制づくり等を支援
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土砂災害警戒区域と土砂到達範囲の比較

土砂災害警戒区域を指定する際の地形的基準について 多様な降雨確土砂災害警戒区域を指定する際の地形的基準について、多様な降雨確
率規模を含む過去の土石流災害、がけ崩れ災害を確認。

その結果、９割以上の災害が同基準内に包含されていることを確認。

最近（平成１９年～２４年）の人的・家屋被害をともなう土石流災害
について、土砂災害警戒区域の指定箇所において、２°未満の勾配で
人的被害 家屋被害を生じた事例はない人的被害・家屋被害を生じた事例はない。

土砂災害警戒区域を
越えて土砂が到達した
が、堆積物の主体は

平成24年阿蘇地方での土砂災害 熊本県資料に加筆

が、堆積物の主体は
非常に細かいシルト分
であり、人的被害は生
じていない。 42



ハード・ソフト対策で想定する土砂災害の考え方

●土砂災害防止法で想定している土砂災害の考え方
土砂災害警戒区域

土石等により住民に危害が生じるおそれのある範囲を地形条件で設定（土石流
の例：勾配２°まで）

土砂災害特別警戒区域土砂災害特別警戒区域

土石等の移動により作用する力を算出し建築物が損壊される範囲

●施設計画上の土砂災害の考え方●施設計画上の土砂災害の考え方
土石流対策計画の計画規模は、年超過確率１／１００の降雨量に伴う土砂流量
等を推定し設定。

●危機管理上想定する土砂災害の考え方
深層崩壊、河道閉塞に起因する土石流、同時多発する土砂災害等の大規模土砂
移動現象を想定 当該地域 周 発生 既往最大規模移動現象を想定し、当該地域およびその周辺において発生した既往最大規模の
土砂移動現象を基に設定。
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